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No.827 2022 年 11 月 5 日奥多摩町役場　☎ 0428-83-2111( 代 )　FAX 0428-83-2344

奥
多
摩
町
の
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況

 

奥
多
摩
町
の
人
事
行
政
の
運

営
等
に
お
け
る
公
平
性
お
よ
び

透
明
性
を
高
め
る
た
め
、「
奥

多
摩
町
人
事
行
政
の
運
営
等
の

状
況
の
公
表
に
関
す
る
条
例

（
平
成
18
年
条
例
第
23
号
）
」
の

規
定
に
基
づ
き
、職
員
の
任
免
、

職
員
数
、
勤
務
条
件
な
ど
の
概

要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

年度 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

職員数 128 人 (6) 128 人 (3) 128 人 (2) 126 人 (2) 128 人 (1)

１　職員の任免および職員数に関する状況

（１）職員数の推移　　　　　　　　　　　　　（各年度４月１日現在）

　　　　　区　分

　部　門

職　　員　　数 対 前 年

増 減 数４年度 ３年度

一 般 行 政

部 門

議　　会 　  １人 　  １人

総　　務   ３０人   ３１人 　△１人

税　　務  　 ６人  　 ６人 　

民　　生   　８人   　９人 　△１人

衛　　生 　  ８人 　  ７人 　　１人

農林水産 　  ７人 　  ６人 　　１人

商　　工 　  ８人 　  ８人 　

土　　木    １０人    １０人

特別行政部門 教　　育   １２人   １２人 　

公 営 企 業

会 計 部 門 等

病　　院   ２８人   ２６人 　　２人

下 水 道     ２人     ２人 　

国　　保 　　３人 　　３人 　

介　　護 　　４人 　　４人 　

派　　遣   　１人   　１人 　

総　　合　　計 １２８人 １２６人

＊職員数は、公益法人などへの派遣職員を含みます。（　　）内は派遣職員数です。

＊自治法上の派遣者は、本町の職員には含まず、派遣先での職員として計上されます。

＊令和４年度フルタイム会計年度任用職員として 10 名を任用しました。

２

　職
員
の

　
　
　人
事
評
価
の
状
況

　

平
成
23
年
度
か
ら
職
員
の
能

力
お
よ
び
業
績
を
把
握
し
た
上

で
行
わ
れ
る
人
事
考
課
制
度
を

導
入
し
、
全
職
員
に
対
し
て
の

評
定
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

３

　職
員
の
給
与
の
状
況

　

職
員
の
給
与
の
状
況
に
つ
い

て
は
、
「
職
員
等
の
給
与
状
況
」

（
24
、
25
ぺ
ー
ジ
）
に
掲
載
し

て
あ
り
ま
す
。

3.4.1

現　在

職員数

採用者

の状況

退 職 な ど の 状 況 4.4.1

現　在

職員数定年 勧奨 死亡 普 通 小計

126 人 8 人 1人 1人 0人 4人 6人 128 人

（３）職員の任免状況
　
人
事
考
課
の
評
価
結
果
に
基

づ
き
、
昇
給
区
分
を
決
定
し
て

い
ま
す
。

（２）部門別職員数 　     　　　　 （各年度４月１日現在）

４

　職
員
の
勤
務
時
間

  
    

そ
の
他
の
勤
務
状
況

１ 週 間 の

勤 務 時 間

１   日  の

勤 務 時 間
勤 務 時 間 の 範 囲 

38 時間 45 分 7 時間 45 分
8 時 30 分～ 17 時 15 分

（１時間の休憩時間含む）

（１）職員の勤務時間の状況

＊奥多摩病院に勤務する職員など一部を除き、上記の勤務時間

　となります。

（
２
）
職
員
の
年
次
有
給
休
暇

の
取
得
状
況

　

１
年
に
つ
き
20
日
間
付
与

し
、
そ
の
年
に
使
用
し
な
か
っ

た
日
数
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、

20
日
を
限
度
に
翌
年
に
限
り
繰

り
越
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。（
表

次
ペ
ー
ジ
） 
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行
政
状
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No.827 令和 4年 11 月 5 日広 報 お く た ま

令和３年度決算に基づく健全化判断比率および資金不足比率の公表

　平成１９年６月に公布されました「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）」では、

地方公共団体は毎年度、財政の健全性に関する比率を算定し、その算定資料とともに監査委員の審査に

付した上で議会に報告し、公表しなければならないとされています。

　令和３年度決算に基づき算定した奥多摩町の比率は下記のとおりです。いずれも基準以下（健全段階）

となりました。

＜健全化判断比率＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

区　　　　　分

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

一般会計などの
実 質 赤 字 額 の
標 準 財 政 規 模
に 対 す る 比 率

全 て の 会 計 の
実 質 赤 字 額 の
標 準 財 政 規 模
に 対 す る 比 率

公 債 費 お よ び
公債費に準じた
経費の標準財政
規模に対する比率

地方債残高のほか一般会計
などが将来負担すべき
実質的な負担の標準財政
規 模 に 対 す る 比 率

奥  多  摩  町 ― ― 　７．３ 　　―　

早期健全化基準

（イエローカード）
１５．００ ２０.００ ２５．０ ３５０．０

財政再生基準

（レッドカード）
２０．００ ３０．００ ３５．０

＊「実質赤字比率」および「連結実質赤字比率」については、赤字でないため「―」と表示しています。

＊「将来負担比率」については、将来負担額を充当可能財源 (基金など )が上回ったため「―」と表示しています。

＊「標準財政規模」とは、町の標準的な状態で通常収入が見込まれる経常的一般財源 (税などの使途の特定されていな

　い財源 )の規模を示す指標です。

＜資金不足比率＞　　　　　　　　　　                          

公営企業ごとの資金不足の比率（右表：単位：％）

＊資金不足がないため「―」と表示しています。

区　　分 資金不足比率 経営健全化基準

病 院 事 業 会 計 ― ２０．０

下水道事業特別会計 ― ２０．０

【健全化判断比率の推移】

※問い合わせは、企画財政課　☎８３－２３６０

実質赤字比率 連結実質赤字比率

実質公債費比率（ か年平均） 将来負担比率

決
算
状
況
④
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No.827 令和 4年 11 月 5 日広 報 お く た ま

令和３年度決算に基づく健全化判断比率および資金不足比率の公表

　平成１９年６月に公布されました「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）」では、

地方公共団体は毎年度、財政の健全性に関する比率を算定し、その算定資料とともに監査委員の審査に

付した上で議会に報告し、公表しなければならないとされています。

　令和３年度決算に基づき算定した奥多摩町の比率は下記のとおりです。いずれも基準以下（健全段階）

となりました。

＜健全化判断比率＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

区　　　　　分

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

一般会計などの
実 質 赤 字 額 の
標 準 財 政 規 模
に 対 す る 比 率

全 て の 会 計 の
実 質 赤 字 額 の
標 準 財 政 規 模
に 対 す る 比 率

公 債 費 お よ び
公債費に準じた
経費の標準財政
規模に対する比率

地方債残高のほか一般会計
などが将来負担すべき
実質的な負担の標準財政
規 模 に 対 す る 比 率

奥  多  摩  町 ― ― 　７．３ 　　―　

早期健全化基準

（イエローカード）
１５．００ ２０.００ ２５．０ ３５０．０

財政再生基準

（レッドカード）
２０．００ ３０．００ ３５．０

＊「実質赤字比率」および「連結実質赤字比率」については、赤字でないため「―」と表示しています。

＊「将来負担比率」については、将来負担額を充当可能財源 (基金など )が上回ったため「―」と表示しています。

＊「標準財政規模」とは、町の標準的な状態で通常収入が見込まれる経常的一般財源 (税などの使途の特定されていな

　い財源 )の規模を示す指標です。

＜資金不足比率＞　　　　　　　　　　                          

公営企業ごとの資金不足の比率（右表：単位：％）

＊資金不足がないため「―」と表示しています。

区　　分 資金不足比率 経営健全化基準

病 院 事 業 会 計 ― ２０．０

下水道事業特別会計 ― ２０．０

【健全化判断比率の推移】

※問い合わせは、企画財政課　☎８３－２３６０

実質赤字比率 連結実質赤字比率

実質公債費比率（ か年平均） 将来負担比率

決
算
状
況
④


